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Ⅰ 理論・一般
０．総　記
生産力と生産関係とイデオロギー 長島誠一 東京経大学会誌 227 02.１

絶対的剰余価値の生産と相対的剰余価値の生産 田中史郎 東京経大学会誌 229 02.３

世界の労働関係研究所・資料館・図書館（１） 五十嵐仁 大原社会問題研究所雑誌 525 02.８

現代のソーシャリズム（下） 鎌倉孝夫 社会主義 475 02.７

＊どう進めるか，自治体の男女共同参画政策　藤枝澪子，グループみこし　学陽書房 B6.317 01.11

＊NPOと市民社会 佐藤慶幸 有斐閣 A5.236 02.10

＊河上肇と左京 河上荘吾 かもがわ出版 B6.158 02.10

＊人権 樋口陽一 三省堂 B6.122 02.10

＊ジェンダー論 教育文化協会編 大沢真知 教育文化協会 A4.46 02.11

＊福祉国家再編の政治 宮本太郎編著 ミネルヴァ書房 A5.360 02.11

＊人材派遣白書　02年版 日本人材派遣協会編 東洋経済新報社 A5.229 02.３

＊英国におけるジェンダー・ギャップ政策 自治体国際化協会 A4.34 02.５

＊都市コミュニティと階級・エスニシティ 川島浩平 御茶の水書房 A5.250 02.９

＊産業セミナー年報　01 関西大学経済・政治研究所　B5.158 01.12

＊開館30年憲政記念館所蔵資料目録 衆議院憲政記念館 B5.176 02.11

＊国民医療年鑑　平成13年度版 日本医師会編 春秋社 B5.694 02.11

＊社会福祉の動向　02 全国社会福祉協議会 B5.488 02.11

＊世界の社会福祉年鑑　02 仲村優一，阿部志郎，一番ケ瀬康子編 旬報社 A5.598 02.12

＊研究成果ダイジェスト　’01－’02 日本労働研究機構 A4.36 02.４

１．労働論
＊なぜ，働くのか 田坂広志　PHPエディターズ・グループ（発売：PHP研究所）B6.157 02.６

２．労使（資）関係論
労働協約論の新地平（二） 遠藤昇三 島大法学 46-1 02.５

「資本・賃労働」関係の止揚と市場社会主義の新たな可能性　金　哲 東京大学経済学研究 44 02.３

＊労働経済と労使関係 高木郁朗　教育文化協会（発売：第一書林）B6.396 02.11

＊アメリカ労使関係の一系譜 ロバート・オザーン著 伊藤健市訳 関西大学出版部 A5.374 02.９

３．労働経済論（含　賃金論）
給与所得についての会計学的一考察 神田良介 明大商学論叢 84-4 02.３

＊日本の雇用システム 中條　毅編 中央経済社 A5.238 02.11

４．経営労務論
人事・労務面から見た日本型企業変革の行方 伊地知勉　九州国際大学経営経済論集　8-3 02.３
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従業員の心理的契約と組織コミットメントが退職意思に及ぼす影響について

青木惠之祐 産業・組織心理学研究 15-1 01.９

リーダーの誠実性が部下の組織への帰属意識と仕事意欲に及ぼす影響

浦光　博，施桂　栄 産業・組織心理学研究 15-1 01.９

わが国における職務満足研究の現状 大里大助，高橋　潔 産業・組織心理学研究 15-1 01.９

＊人材開発論　増補版 梶原　豊 白桃書房 A5.378 01.12

＊国際経営下の人事管理論 竹内規浩 税務経理協会 A5.166 02.10

５．社会政策，社会福祉，社会保障論
特集　医療経済学における情報利用の拡大について 季刊社会保障研究 38-1 02.Summer

重複受診の現状と要因（近藤康之）患者の診療機関選択と診療費（山本克也）国民健康保険支払い業務デ

ータを利用した医師誘発需要仮説の検討（山田　武）医療保険と患者の受診行動（増原宏明　今野広紀

比佐章一　鴇田忠彦）高齢化の医療費への影響及び入院期間の分析（大日康史）

生活についての「自助」原則とは何か 工藤恒夫 経済学論纂 42-6 02.５

人口減少に対応した社会保障政策の模索 藤本健太郎 社会保険旬報 2140 02.7.11

イギリスの医療保障制度の概要 一圓光彌 世界の労働 52-6 02.６

基礎年金　財源方式の再検討 佐藤晴彦 明海大学経済学論集 14-1 02.６

＊日本の社会保障をどう再建するか 三成一郎 新日本出版社 A5.213 01.10

＊構造的転換期の社会保障 森　健一，阿部裕二 中央法規出版 A5.277 02.７

＊社会福祉の方法 仲村優一 旬報社 A5.278 02.７

＊年金の基礎知識　改訂新版 服部営造編著 自由国民社 A5.814 02.８

＊総説現代社会政策 成瀬龍夫 桜井書店 A5.230 02.９

７．労働科学，人間工学
＊労働と生活の心理学 越河六郎，星　薫編著 放送大学教育振興会 A5.232 01.３

８．職業教育・訓練論
Local governments tackle job creation for high school graduates Japan labor bulletin41-4 02.４

キャリア発達課題への取組みと心理的発達との関係について

岡田昌毅 産業・組織心理学研究 15-1 01.９

ビジネスパーソン能力測定尺度の作成及び信頼性・妥当性の検討

新井幸子　堀内勝夫 産業・組織心理学研究 15-2 02.３

人的資源管理における法学的側面と経営学的側面 石毛昭範 商経論集（早稲田大） 82 02.3

職業教育－学卒者雇用との関連で 逆瀬川潔 帝京経済学研究 35-1 01.12

Ⅱ．労働問題
10．総　記
セクシュアルハラスメント防止対策自主点検表 先見労務管理 1205 02.7.25

特集　職場における「いじめ」問題の検討 労働法律旬報 1530 02.6.下旬

「職場におけるいじめ」と労働法（根本　到）職場のいじめ・序説（熊沢　誠）セクシュアル・ハラスメ

ントに起因する「退職」と使用者の職場環境整備・配慮義務および工作物責任（石田　眞）

＊辞めて正解！？ 神濤玉青 情報センター出版局 B6.185 01.11

＊ホワイトカラーの職業能力の開発・評価に関する調査（ダイジェスト）

中央職業能力開発協会 A4.46 02

＊セーフティネットの構築に向けて 桐山士朗 全労済協会 A5.19 02.10

＊リストラと転職のメカニズム 玄田有史，中田喜文編 東洋経済新報社 A5.294 02.10

＊雇用の変化とグローバリゼーションの関係に関する調査研究

機械振興協会経済研究所／日本アプライドリサーチ研究所　A4.176 02.３

＊多様で柔軟な働き方を選択できる雇用システムのあり方に関する研究会報告書

ニッセイ基礎研究所 A4.228 02.３

＊病院給食業産業雇用高度化推進事業報告書　平成13年度 日本メディカル給食協会　A4.268 02.３

＊退職，そして出発！ 宮本厚士 三笠書房 B6.315 02.７
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＊自分の値段 内田定美 全日出版 B6.215 98.６

11．雇用・労働市場
Basic agreement on work-sharing reached Japan labor bulletin41-6 02.６

今後における船員雇用対策について 佐藤敬一郎 海上労働 54 02.３

整理解雇 石井妙子 関西経協 56-7 02.７

配転命令に伴う解雇 夏住要一郎 関西経協 56-7 02.７

労働条件の引き下げ 畑　守人 関西経協 56-7 02.７

島根県における最近の雇用状況について 飯野公央 経済科学論集（島根大） 28 02.３

日本の失業と労働力動向 栗林　世 経済学論纂 42-5 02.３

労働分野の規制改革 宮里邦雄 月刊労働組合 440 02.5月臨時増刊

ワークシェアリング 労働大学調査研究所 月刊労働組合 442 02.6月臨時増刊

ワークシェアリングと解雇ルール 廣石忠司 財形福祉 28-7 02.７

労働時間と賃金水準の関係から見た日本の雇用構造と労働環境に関する一考察

玉木　彰，吉弘幸恵 産能大学紀要 22-2 02.２

働き方の多様化の道筋を提案 厚生労働省研究会 旬刊賃金・労務通信 55-18 02.7.５

高失業率下での労働組合の雇用政策 笹島芳雄 スタデイ 41-5 02.５

「日本的資源」の再構築と労働側からの提起 中島敬方 スタデイ 41-5 02.５

キャリア概念の進化と東経大生のキャリアマインド 梅澤　正 東京経大学会誌 228 02.２

特集　平成14年就業構造基本調査 統計 53-7 02.７

若年女性の進学と結婚（太田聰一）平成14年就業構造基本調査への期待（座談会）（清家　篤　舟岡史雄

千野雅人　司会：大友　篤）夫婦の働き方の現状と課題（井内正敏　与儀達博）就業構造基本調査から見

た女性の仕事と子育ての変化（阿部正浩）平成14年就業構造基本調査の概要（奥野重徳）

解雇をめぐる法政策 池添弘邦 日本労働研究機構研究紀要　23 02.６

雇用政策をめぐる視点と課題（報告） 石水喜夫 連合総研レポートDIO 163 02.7/8

ワークシェアリングを推進していくために（座談会）

（樋口美雄　村上忠行　矢野弘典　司会：坂本哲也） 労働時報（労働省） 55-6 02.６

＊労働市場とセーフティ・ネット 橘木俊詔 関西経済研究センター A5.23 01.11

＊労働移動の成功事例に関する調査研究報告書 雇用情報センター A4.101 01.３

＊「新規大卒者の就職活動等実態調査」結果報告書 21世紀職業財団 A4.63 01.５

＊EUにおけるITエンジニアの労働市場と給与水準に関する調査研究 情報サービス産業協会 A4.106 02.３

＊ITエンジニアの労働市場における給与の決定要因と水準に関する調査研究

情報サービス産業協会 A4.110 02.３

＊大阪の雇用・失業問題と課題 関西経営者協会，日本労働組合連合会大阪府連合会　A4.25 02.３

＊小規模事業者等の人材確保調査事業報告書 地域振興総合研究所 A4.125 02.３

12．労働条件
ILO海事労働基準の統合化について 小野　純 海上労働 54 02.３

＊やさしい労働条件整備の手引き　02年版 全国労働基準関係団体連合会　B5.119 02.２

13．賃金問題
夫婦間の所得の組み合わせの変化が所得格差に与える影響

森　剛志 大原社会問題研究所雑誌 524 02.７

賃上げ原資の負担めぐる論議 柏木　宏 月刊労働組合 442 02.７

特集　中途採用者の賃金 賃金事情 2414 02.7.２

中途採用が事業発展の中軸に（溝上憲文）新人材時代における中途採用者の賃金決定（谷田部光一）

わが国における男女間賃金格差の再検討 田中康秀 日本経済研究 45 02.６

どこまで進む「労務費の変動費化」 青木　誠 連合総研レポートDIO 163 02.7/8

＊情報労連賃金実態調査　01年度 情報産業労働組合連合会　A4.372 01.12

＊賃金実態調査　2003版 政経研究所 B5.526 02.10

＊流動化・個別化時代の賃金決定に関する調査研究　２

社会経済生産性本部／労働問題リサーチセンター　A4.118 02.10
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＊標準勤続者賃金と諸手当　平成14年度 関西経営者協会 B5.69 02.11

＊モデル条件別昇給・配分　2003年版 労務行政研究所 B5.303 02.11

＊新実力型賃金のつくり方 菊谷寛之 日経連出版部 A5.261 02.２

14．労働時間
労働条件に関する「余裕－代替性」の分析モデル　山下洋史，山本昌弘　明大商学論叢 84-4 02.３

＊ワークシェアリングがやってくる！ 別冊宝島編集部編 宝島社 B40.191 02.３

＊労働時間・休日・休暇・休業 中山慈夫編著，中町　誠編 中央経済社 A5.265 02.９

15．パート・派遣・家内労働
基幹的労働力の位置づけ増える 東京都産業労働局 旬刊賃金・労務通信 55-19 02.7.15

派遣労働の位相 岩本　純 情報研究（文教大） 27 02.３

＊人材派遣150％トコトン活用術 佐口賢作 同文舘出版 A5.236 02.12

＊パートタイマーの雇用と法律実務 安西　愈　日本経営協会総合研究所　A5.383 02.７

＊非典型労働者の現状と課題 情報産業労働組合連合会　A4.100 02.７

16．女性労働
フランス社会とジェンダー 佐藤　清 経済学論纂 42-6 02.５

少子時代の女性就業と保育分担 岸　智子 南山経済研究 17-1 02.６

＊専門職（税理士）における女性の就業と生活に関する調査 日本労働研究機構 B5.200 02.７

＊女性労働者・事業主・医師・助産師・保健師・看護師のための職場における母性健康管理

坂元正一監修 大久保利晃，中林正雄編 女性労働協会 A4.159 02.８

17．中高年労働
高齢者雇用を推進する産業別ガイドライン エルダー 24-7 02.７

緊急地域雇用創出特別交付金はどう活用されているか 月刊シルバー人材センター　184 02.７

労働から引退か－高齢化のチャレンジ 高田一夫 スタデイ 41-2 02.２

日本企業における高齢者活用の取り組みに関する一考察　岩田　純 日本福祉大学経済論集 23 01.６

高齢期の就労見通しと生活設計 佐藤　厚 日本労働研究機構研究紀要 23 02.６

＊高齢者の雇用・就労を可能とする経済社会の実現に向けて

厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部企画課編 厚生労働省 A4.288 02.３

18．障害者労働
EUにおける障害者雇用政策の展開（二） 鈴木　隆 島大法学 45-1 01.５

EUにおける障害者雇用政策の展開（三・完） 鈴木　隆 島大法学 46-1 02.５

国際障害分類初版（ICIDH）から国際生活機能分類（ICF）へ　上田　敏　ノーマライゼーション22-6 02.６

＊在宅による障害者の雇用と就労を進めるために 日本障害者雇用促進協会　A4.110 02.１

＊肢体不自由者の就労支援に関する研究調査 ３ 日本障害者雇用促進協会開発相談部　A4.63 02.２

＊重度障害者のキャリアプランと雇用管理に関する研究調査 ３

日本障害者雇用促進協会開発相談部　A4.81 02.２

＊知的障害者の介護業務職域の拡大に関する研究調査 ２ 日本障害者雇用促進協会開発相談部　A4.95 02.９

＊知的障害者を対象とした職業能力開発・向上マニュアル作成に関する研究調査　３

日本障害者雇用促進協会開発相談部　A4.172 02.９

19．外国人労働
＊外国人研修・技能実習の成果と課題 国際研修協力機構 A4.55 01.10

＊企業における高齢者の活用戦略に関する調査研究報告書 高年齢者雇用開発協会 A4.293 02.３

20．技術革新
＊ITユーザーのIT機器利用実態とITが雇用・労働に与える影響についての実態調査

日本労働研究機構 B5.154 02.８

21．労災，職業病，健康問題
40年間に約10万人が死亡　過去10年間の49倍に 村山武彦 安全センター情報 288 02.７

シックハウス症候群労災認定 ホルムアルデヒド中毒５例 安全センター情報 288 02.７

最新労災判例の詳解 保原喜志夫 月刊ろうさい 53-7 02.７

定期健康診断と自己管理責任 宇佐見隆廣 月刊ろうさい 53-7 02.７
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五感を活用した安全教育プログラムの開発・実施とその効果

申　紅仙 産業・組織心理学研究 15-1 01.９

ワーク・ファミリー・コンフリクトの規定因とメンタルヘルスへの影響に関する心理的プロセスの検討

金井篤子 産業・組織心理学研究 15-2 02.３

02年 本誌第32回調査（下）法定外の労災・通勤災害給付　旬刊福利厚生　旬刊福利厚生 1772 02.7.18

職業病「予防」の視点と労使の責任 小木和孝 ひろばユニオン 485 02.７

機械設備のリスクアセスメント規程を作成し危険を特定し排除するシステムづくりを！

花王東京工場 労働安全衛生広報 799 02.7.15

特集　労災・職業病，心の健康破壊許すな 労働運動 456 02.８

一人の命も奪われぬ職場づくりを（座談会）（熊谷金道　島倉昌二　神田　徹　牛越邦夫　司会：色部祐）

命を守る労働協約を（村上剛志）サービス残業根絶で安心な職場を（森　次郎）ILOにみる安全衛生の国

際基準（池田　寛）

長時間座作業の腰痛予防対策について 宇土　博 労働者住民医療 148 02.６

元マンガン鉱山労働者の医療機関合同健康調査 白石昭夫 労働者住民医療 148 02.６

わかりやすい労災補償Ｑ＆Ａ60 労働と医学編集部 労働と医学 74 02.７

カウンセリングと疲労 高塚雄介 労働の科学 57-8 02.８

感情労働と現代社会 武井麻子 労働の科学 57-8 02.８

「心」から，「心」へ 波多野裕子 労働の科学 57-8 02.８

接客労働の統制と感情労働論 鈴木和雄 労働の科学 57-8 02.８

「過労死」認定基準はどう改正されたか 佐々木博仁 労働法学研究会報 2269 02.6.10

23．生活問題
地域住民において生活時間が総体的健康度に及ぼす影響

桝本妙子，八木克巳，小笹晃太郎，福本　惠，堀井節子，中西淳子，市野浩子，渡邊能行

厚生の指標 49-7 02.7

特集　ワーク・ライフ・バランスを求めて 日本労働研究雑誌 503 02.６

ファミリー・フレンドリー施策と男女均等施策（川口　章）ファミリー・フレンドリー施策と組織のパフ

ォーマンス（坂爪洋美）ファミリーフレンドリーな職場と労働組合の役割（前田正子）キャリア・ストレ

スとワーク・ライフ・バランス（金井篤子）

＊勤労者の仕事と暮らしについてのアンケート調査報告書 第４回 連合総合生活開発研究所　A4.82 02.12

＊大阪府野宿生活者実態調査報告書 大阪府立大学社会福祉学部都市福祉研究会　A4.170 02.３

Ⅲ 労働運動
30．総　記
個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の施行について　富田宏行　海上労働 54 02.３

大阪府の労働相談現場から 佐々　力 関西経協 56-7 02.７

大阪労働局における個別労働紛争解決制度の運用　大阪労働局総務部企画室　関西経協 56-7 02.７

連合大阪「労働相談」と個別労使紛争 要　宏輝 関西経協 56-7 02.７

＊労働組合の結成と経営危機等への対応 日本労働研究機構 B5.240 02.10

＊官公庁関係の労働問題 原　敬 B5.457 02.５

＊労働組合役員名鑑 日刊労働通信社 B6.334 02.５

31．労働組合・運動論
特集　労働者教育とナショナルセンター・全労連 月刊全労連 67 02.８

政府・財界の戦略と21世紀の展望，労働者教育（辻岡靖仁）ナショナルセンターの重要性と全労連の四つ

の脱皮・挑戦（小林洋二）21世紀初頭の情勢と全労連運動への期待（大木一訓）労働運動活性化への新た

な条件と全労連（坂内三夫）

特集　幹部養成学校・講義集 建交労雑誌版 理論集12 02.初夏

労働者・国民としての権利とは（有正二朗）日本経済の進路と賃金・雇用闘争（田辺崇博）建交労の組織

的特質と要求闘争（江澤和治）中小企業における要求闘争（赤羽数幸）10万人建交労の建設と組織戦略

（杉山忠通）
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「提言の補強」とこれからの労働者運動 山崎耕一郎 社会主義 475 02.７

憲法も労働組合も存亡の危機（インタビュー） 伊藤彰信 社会評論 130 02.７

社会と連帯する労働組合運動 田中勝之 進路 359 02.７

誰のための何のための労働組合か？ 青木　誠 スタデイ 41-1 02.１

組合組織はどう変わるべきか 太田　肇 スタデイ 41-4 02.４

構造改革と民間労組の役割 久米郁男 スタデイ 41-4 02.４

自立した労働組合として，運営でなく運動の追求を 田島恵一 連合総研レポートDIO 163 02.7/8

34．単産，単組
特集　02年中央労働学校 医療労働 440 02.4/5

日本の医療はどうなるのか 医療政策の動向（中　重治）日本医労連のたたかいの歴史から（宇田川次保）

21世紀を担う労働運動に求められるもの（西川征矢）

国労の現段階と再生への道 月刊交流センター 148 02.７

特集　建設労使交渉機構の到達点 建設政策 84 02.７

各建設労組の運動による労使交渉機構の到達点（栗山嘉明）現場から交渉機構づくりをめざす大手建設資

本とのたたかい（宮本　一）

３与党声明粉砕・国鉄決選へ コミューン 29-7 02.８

雪印の犯罪と労働組合のこと 吉村宗夫 賃金と社会保障 1324 02.6.下旬

35．団体交渉，労働協約
＊労働組合・労働団体等におけるインターネット等の活用状況 東京都中央労政事務所 A4.92 02.３

36．賃金闘争（含　生活改善闘争）
特集　春闘を支えた労働者の奮闘 月刊労働組合 442 02.７

過酷な勤務実態から組合結成へ（古山　修）厳しいからこそ産別こえて交流，支援（最上徳男）相次ぐ合

理化・賃下げ逆提案に抵抗（佐藤次彦）職場から労働組合運動の強化へ（小山正樹）労働条件向上求め経

営をチェック（久保直幸）

今春闘は「均等待遇」社会への糸口作りになるか 山路憲夫 スタデイ 41-3 02.３

過渡期における賃金実務の課題と対応策 串田武則 賃金実務 907 02.7.1

02年 春闘をたたかって 棟安利之，小林誠二，久保人士 労農のなかま 477 02.７

＊春闘の総決算　02年 社会経済生産性本部 B5.166 02.11

38．合理化・雇用対策
＊現場から見る倒産法制の問題点 日本労働研究機構編 逢見直人 教育文化協会 B5.39 02.10

＊東部地域におけるリストラ下の労働組合 東京都亀戸労政事務所 A4.85 02.３

42．労働者福祉運動
協同組合地域社会づくりにむけて 「協働」への市民政策を提案　吉村八重子　社会運動 268 02.７

貧民運動・民主化闘争を踏まえ地域社会で社会的弱者の自立を支援　柏井宏之　社会運動 268 02.７

＊生協法読本　２訂版 福田　繁監修 コープ出版 A5.309 01.12

＊協同で再生する地域と暮らし　中川雄一郎監修 農林中金総合研究所編 日本経済評論社 A5.82 02.10

44．労働組合と社会問題，社会運動
＊開かれたアジアの社会的対話　鈴木宏昌，連合総合生活開発研究所編 日本評論社 A5.178 02.12

Ⅳ 経営労務
50．総　記
＊雇用創出地域の人的資源管理 日本労働研究機構 B5.177 02.11

＊人が育つ，組織が育つ 奥井禮喜　メディア・ミル（発売：槙書店）B6.332 02.７

51．人事・労務管理
特集　人づくり JIL＠Work 10 02.Summer

人材を活用するということ（インタビュー）（高橋俊介）なぜ「フリーター」ではマズイのか（堀有喜衣）

老いてきたがゆえさせて頂く，人材に関する清談一つ（川喜多喬）これからの人材教育（対論）（猪木武徳

八幡成美）

「チャレンジ型人事制度」を考える 塩津　真 企業と人材 796 02.7.５
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多様な価値・発想をとり入れた人材活用戦略 布山祐子 先見労務管理 1205 02.7.25

目標管理システムの展開と運用 徳岡晃一郎 賃金実務 908 02.7.15

製造・生産現場における人事制度の在り方 堀田達也 労政時報 3545 02.7.５

＊知って得する退職前後の「手続き・届出」一切 岡田烈司 すばる舎 B6.239 01.10

＊HRD（ヒューマン・リソース・ディベロップメント）とキャリアの視座

中高年齢者雇用福祉協会PREP経営研究所　B5.40 01.５

＊人事経済学 樋口美雄 生産性出版 A5.228 01.７

＊職場いびり　ノア・ダベンポート，ルース・ディスラー・シュワルツ，ゲイル・パーセル・エリオット

アカデミックNPO監訳 緑風出版 B6.324 02.10

＊すぐに役立つ職場トラブルの解決知識 高橋裕次郎監修 三修社 A5.223 02.11

＊HRU（ヒューマン・リソース・ユーティライゼーション）とキャリアの視座

中高年齢者雇用福祉協会PREP経営研究所　B5.26 02.３

＊就業規則作成の方法と実務　改訂版

厚生労働省労働基準局監督課編著 全国労働基準関係団体連合会　B5.210 02.３

＊中小企業のための人事・労務の基礎知識　改訂版

厚生労働省労働基準局監督課編 全国労働基準関係団体連合会　B5.224 02.３

＊人を活かす！ 福岡道生 日本経団連出版 A5.323 02.３

＊人事改革の法則 木名瀬武 日経連出版部 B6.242 02.６

＊出向・移籍（転籍）の概要　平成14年版 産業雇用安定センター A4.67 02.７

52．賃金管理
特集　ポスト成果主義と現場主義革新 人材教育 163 02.７

「人事制度の運用と目的達成状況」に関する実態調査報告（伊藤冬樹）狙い通りの運用がなされ，改革成

果を獲得している人事制度改革の特徴（伊藤冬樹）現場主義人事革新の提言（高原暢恭）

戦略人材マネジメントとしての成果主義 守島基博 スタデイ 41-1 02.１

＊誰にも書けなかった賃下げ・首切りご指導いたします

木全三千男著 進藤裕史法律監修 日本法令 A5.236 02.10

54．定年制，退職金，企業年金
特集　総合型基金はいま 企業年金 275 02.７

総合型基金をめぐるこの一五年の動き　総合型基金の対応状況

退職一時金制度及び適格退職年金制度における退職給付債務及び退職給付費用の数理的評価モデルの構築

野坂和夫 商経論集（早稲田大） 82 02.３

新しい場面に入った「女性の年金問題」 杉井静子 賃金と社会保障 1325 02.7.上旬

＊図解日本版401ｋが見る見るわかる 西木敏明，西木雅子監修 サンマーク出版 A5.175 01.８

＊退職カウンセリング　ヴァージニア・Ｅ. リチャードソン著 吉井　弘訳 北樹出版 A5.226 02.11

＊ズバリわかる！退職金・年金制度設計運営マニュアル

栗原　健監修 産労総合研究所（発売：経営書院）A5.445 02.６

＊知っておきたい確定給付企業年金法＆確定拠出年金法 岡部史哉 財務省印刷局 B6.211 02.８

＊多様化する退職給付制度と企業の選択 富士総合研究所 A4.25 02.９

55．福利厚生
特集　02年版 中小企業と福利厚生 旬刊福利厚生 1770 02.6.28

中小企業に厳しい経営・雇用環境が継続　時間的ゆとりの創出にはなお多くの課題　ニーズの高まりにど

こまで対応できるか　家族手当は格差，住宅手当は大企業なみ　健康への関心は薄いが職場疲労度は増加

老後生活への不安は企業規模問わず高率　中小企業と大企業との費用格差が拡大に

共済会の給付事業の実態と今後の方向 産労総合研究所 労務事情 1014 02.7.15

56．教育・訓練
教育研修の見直しと再構築をどう進めるか 佐藤鐵夫 企業と人材 797 02.7.20

ビジネススクールは経営学ではなく「経営そのもの」を教える修羅場だ（インタビュー）

茂木賢三郎 人材教育 164 02.８

＊海外・人づくりハンドブック 飯田　治編著 海外職業訓練協会 A5.210 02.10
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＊海外・人づくりハンドブック 松本照男編著 海外職業訓練協会 A5.247 02.10

＊チェーンストアの人材開発 本田一成 千倉書房 A5.305 02.10

＊情報技術の進展に対応した職業能力開発 海外職業訓練協会 A4.180 02.５

Ⅴ 労働政策
60．総　記
今，公務員はやりがいのある時代 童門冬二 人事院月報 635 02.７

公務員制度改革の現局面と今後の取り組みについて 山本幸司 全水道 69 02.６

＊個別労働紛争処理システムの国際比較 毛塚勝利編著 日本労働研究機構 A5.334 02.８

61．雇用政策
＊公的雇用創出のための政策提言　第２次案 労働運動総合研究所 A4.55 02.10

63．労働基準政策
＊新所定外労働削減の手引き 厚生労働省労働基準局編 全国労働基準関係団体連合会　B5.150 02.２

64．職業教育・訓練政策
＊熊本県職業能力開発計画　第７次 熊本県 A4.51 02.１

＊東京都職業能力開発計画　第７次 東京都産業労働局労働部調整課　A4.70 02.1

＊職業能力開発研究発表講演会予稿集　第10回 職業能力開発大学校 A4.224 02.11

＊京都府職業能力開発計画　第７次 京都府府民労働部能力開発課　A4.80 02.３

＊諸外国における職業能力評価制度の比較調査，研究 日本労働研究機構 B5.225 02.８

65．社会保障，社会福祉
特集　日本の社会保障：動向と現在 ２ 大原社会問題研究所雑誌 524 02.７

公的年金制度の動向と論点（里見賢治）日本の児童手当制度の展開と変質（上）（北　明美）

特集　日本の社会保障：動向と現在 ３ 大原社会問題研究所雑誌 525 02.８

高齢者福祉サービスの政策動向と構造変化（伊藤周平）医療「構造改革」と国民皆保険体制（西岡幸泰）

特集　日本とカナダの社会保障－加日社会保障政策研究円卓会議の成果

海外社会保障研究 139 02.Summer

日本とカナダの医療保険制度改革（尾形裕也）カナダの保健医療（ロバート・エバンス　モーリス・バー

ラー　訳：谷合由理子　泉田信行）カナダの年金制度（高山憲之）カナダと日本の社会・政治構造と社会

保障制度の特徴（イト・ペング　バーナデッド・サンジャン）子育て支援策の日加比較（永瀬伸子）カナ

ダにおける仕事と生活の両立支援（リンダ・デュックスベリー　クリス・ヒギンズ　訳：小林信彦 金子能

宏）地域格差と所得格差を考慮した社会保障研究の展開（金子能宏　小島克久）カナダの社会政策と高齢

化（ニーナ・チャペル　訳：山田聖子）

介護保険の理念と財政基盤を揺るがす待機者問題 竹内孝仁 介護保険情報 3-4 02.７

高齢単身世帯の生活構造と社会保障 馬場康彦 季刊家計経済研究 55 02.夏

特集　地域福祉計画 月刊福祉 85-10 02.８

地域福祉計画策定の意義と課題（武川正吾）都道府県支援計画と市町村の支援に向けての課題（市川一宏）

地域福祉計画と市区町村社会福祉協議会（全国社会福祉協議会地域福祉部）

特集　地域福祉計画への試行 月刊自治研 513 02.６

低成長時代の自治体福祉サービス（インタビュー）（八代尚宏）福祉のパラダイム転換と地域福祉計画（北

野誠一）地域（コミューナル）社会政策＝対抗的社会政策の構想（栃本一三郎）地域におけるケアマネジ

メントとサービスの質の評価（宮城　孝）地域福祉計画の策定プロセスと市民参加（森田明美）地域福祉

の推進者に求められる視点と役割（市川一宏）

介護保険の現状について 藤藪貴治 月刊生活と健康 858 02.７

02年診療報酬改定の意味するもの 二木　立 月刊保団連 756 02.７

今次診療報酬改定とその影響　小島　靖，城後俊明，和田知可志，花岡　徹，笠原英樹，上塚高弘，和田峯

暢浩，宇佐美宏，竹田正史，井上康規，谷田部雄二，小林孟史 月刊保団連 756 02.７

社会保険医療の厚生省歯科医療行政は国民医療のために何をしたのかを問う

庵之下五男 月刊保団連 756 02.７

社会意識としての老年学 柴田　博 健康保険 56-7 02.７
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諸外国における外来医療の包括評価の現状 松田晋哉 健康保険 56-7 02.７

保険主義の王道（対談） 山本正淑 健康保険 56-7 02.７

生活保護の実施過程における秘密保持について 新保美香 社会学・社会福祉学研究 112 02.３

少子化が進む中での年金制度のあり方 社会保険 624 02.７

社会保障制度改革の第三の道（下） 川渕孝一 社会保険旬報 2139 02.7.1

スペインの「社会保障カードプロジェクト」について 臺　豊 社会保険旬報 2139 02.7.1

総合福祉保険制度による子育て支援の構想（下） 福田素生 社会保険旬報 2139 02.7.1

ドイツの公的医療保険における競争とリスク構造調整（上） 松本勝明　社会保険旬報 2139 02.7.1

ドイツの公的医療保険における競争とリスク構造調整（中） 松本勝明　社会保険旬報 2140 02.7.11

介護保険にみる保険原理の強化と構造改革 伊藤周平 社会保障 383 02.夏

社会保障の改革 島　和俊 週刊社会保障 2191 02.7.1

「福祉元年」小考 田多英範 週刊社会保障 2193 02.7.15

日本における「社会保障」の特殊事情 久塚純一 週刊社会保障 2194 02.7.22

高齢化に向けての年齢差別禁止と人的資本投資の必要性について　清家　篤　週刊社会保障 2192 02.7.8

高齢者介護支援システムと「ヘルスステーション」 阿部孝志 淑徳大学大学院研究紀要 9 02.３

訪問看護におけるコミュニケーション問題と家族関係 細越美貴子 淑徳大学大学院研究紀要 9 02.３

介護労働者によるユニオン運動の展開 木下武男 女性労働研究 42 02.７

特集　介護労働の国際比較と日本の課題 女性労働研究 42 02.７

介護システムの国際比較と日本の課題（田中かず子）ドイツにおける高齢者介護保険（ハインツ・ロスガ

ング　訳：木原聖子）なぜ，アメリカのケア労働者は低賃金なのか（アン・ザカリア・ウォルシュ　訳：

居城舜子）日本のNPO介護組織の課題（渡辺ひろみ）

地域の雇用をめぐる労働福祉政策の新展開 香川敏幸，伊藤裕一 地域経済研究（広島大） 13 02.３

社会福祉の構造変化と介護保険の給付構造 伊藤周平 賃金と社会保障 1324 02.6.下旬

イギリスのショップモビリティ 三富道子，三富紀敬 賃金と社会保障 1325 02.7.上旬

現代資本主義と福祉国家論の諸課題 二宮厚美 賃金と社会保障 1325 02.7.上旬

訪問介護員の専門性に関する考察 岩田香織　日本女子大学大学院人間社会研究科紀要　8 02.３

老人介護施設の民営化 篠田貴志，林　良幸，長濱大輔 日本福祉大学経済論集 24 02.１

生活保護制度における私的扶養 牧園清子 松山大学論集 14-1 02.４

特集　緊急の再改定が求められる診療報酬 民医連医療 360 02.８

02年診療報酬改定とその影響について（松木一紀）02年診療報酬改定の保険薬局の影響について（立岡雅

子）診療報酬改定の歴史に見る医療費抑制策強化のながれ（原　和人）02年診療報酬のマイナス改定で日

本の医療はどう変わるのか（座談会）（伊藤一二　室生　昇　肥田 ）

どうする「第３号」と「パート」の年金 公文昭夫 労働運動 456 02.８

改正育児・介護休業法 事業主が講ずべき措置に関する指針　辻　勝浩　労働法学研究会報 2268 02.6.1

＊公的年金の課題と改革の方向 中高年齢者雇用福祉協会PREP経営研究所　B5.43 02.３

＊高齢者介護と自立支援 大森　弥編著 ミネルヴァ書房 A5.216 02.３

＊地域福祉と介護保険 豊田謙二，高橋信行編 ナカニシヤ出版 A5.170 02.３

66．労働法
対等な労使関係を創るために 岡田　尚 医療労働 440 02.4/5

はたらくものの労働基準 上条貞夫 医療労働 440 02.4/5

労働法の新たなパラダイムのための一試論（四） 三井正信 広島法学 26-1 02.６

解雇を規制する法理　立法化の必要性を焦点に 竹内規浩 福井県立大学経済経営研究　10 01.10

＊解雇法制と労働市場のパフォーマンス 中田（黒田）祥子他 日本銀行金融研究所 A4.33 01.６

＊労働契約承継法の実務　改訂版 厚生労働省労務担当参事室編 日本労働研究機構 A5.134 02.３

＊労働法入門 平田秀光 八千代出版 A5.232 02.４

＊イラストでわかる知らないと損するリストラ対抗トラの巻

杉村和美，芝　威監修 東洋経済新報社 A5.177 02.８

67．労働判例
成果主義による人事考課の裁判例の検討 和田　肇 スタデイ 41-6 02.６
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＊労働判例のよみかた・つかいかた 八代徹也 日本労働研究機構 B6.206 02.７

68．労働委員会
船員労働委員会の広報活動について 石田清志 海上労働 54 02.３

これからの労働委員会のあり方（座談会）

（高木　剛　豊田伸治　山川隆一　司会：道幸哲也） 中央労働時報 1000 02.７

労働委員会における個別的労使紛争処理 村田毅之 松山大学論集 14-1 02.４

＊不当労働行為事件命令集　《11年１月～４月・113》 中央労働委員会事務局 A5.737 01

＊不当労働行為事件命令集　《11年５月～８月・114》 中央労働委員会事務局 A5.635 01

＊富山県地方労働委員会年報　平成13年度 富山県地方労働委員会事務局　A5.132 02.９

Ⅵ 世界労働
70．総　記
＊産業ジェロントロジー欧州調査団報告書　第12回 中高年齢者雇用福祉協会　B5.100 01.３

71．アジア
韓国の構造改革とソーシャル・セイフティーネットの拡充　國分一行　世界の労働 52-6 02.６

中国の失業問題と失業保険制度（下） 王　文亮 賃金と社会保障 1324 02.6.下旬

中国の労働教養制度 見　亮　早稲田大学大学院法研論集　102 02.６

＊労働市場の地殻変動 丸川知雄 名古屋大学出版会 B6.248 02.11

＊中国内陸農村の貧困構造と労働力移動 石田　浩　関西大学経済・政治研究所　A5.195 02.９

73．ヨーロッパ
中部ヨーロッパの労使関係事情 都司三碩 世界の労働 52-6 02.６

フランス「労使関係近代化法」の成立の経緯とその概要 林　雅彦 世界の労働 52-6 02.６

特集　欧州の労働と生活 労働総研クォータリー 47 02.夏季

「賃金・所得の社会化」と経済生活（猿田正機）雇用か，賃金か（竹内真一）解雇規制緩和とイタリア労

働組合運動（斎藤隆夫）

75．北アメリカ
未組織の組織化で展望開くアメリカ 宮前忠夫 労働運動 456 02.８

＊合衆国におけるアメリカ労働組合運動の政治的影響 日本貿易振興会 A4.12 01

79．ILO，国際機関
＊ILO産業安全保健エンサイクロペディア　１ 労働科学研究所監訳 労働調査会 A4.１冊　02.９

Ⅶ 歴　史
80．総　記
＊比較社会史への道 大野英二 未来社 B6.286 02.11

81．労働史（日本）
＊京都市・府社会調査報告書　Ⅰ　第29巻　昭和八年（2） 近現代資料刊行会 A5.352 01.10

＊消したくない史実 小田原女性史研究会 B5.223 01.６

＊京都の女性史 京都橘女子大学女性歴史文化研究所編 思文閣出版 A5.241 02.10

＊京都市・府社会調査報告書　Ⅱ　第17巻　大正十年（2）・十一年（1） 近現代資料刊行会 A5.238 02.11

＊京都市・府社会調査報告書　Ⅱ　第36巻　昭和七年・八年（1） 近現代資料刊行会 A5.150 02.11

＊京都市・府社会調査報告書　Ⅱ　第38巻　昭和九年 近現代資料刊行会 A5.167 02.11

＊京都市・府社会調査報告書　Ⅱ　第45巻　昭和十二年（4） 近現代資料刊行会 A5.258 02.11

82．労働史（外国・国際）
ジェイムス・イー・ウッド著ニュージャージー・パターソンの広幅絹織物工業労働者の歴史（9）

永瀬順弘 桜美林エコノミックス 46 01.12

ジェイムス・イー・ウッド著ニュージャージー・パターソンの広幅絹織物工業労働者の歴史（10）

永瀬順弘 桜美林エコノミックス 47 02.３

戦間期のイギリス工場監督職 大森真紀 経済学論纂 42-6 02.５
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85．労働運動史（日本）
三池労働運動史 平地一郎 佐賀大学経済論集 34-5 02.３

＊「日教組」という名の十字架 小林　正 善本社 B6.255 01.10

＊追悼・浦田乾道　　　　　　　　　　　　　　　　　　「追悼・浦田乾道」を刊行する会 A5.158 01.11

＊全日本自動車産業労働組合総連合会結成30周年記念誌SPIRIT

全日本自動車産業労働組合総連合会　A4.80 02.10

＊1960年・三池 「1960年・三池」写真展実行委員会編 同時代社 A5.134 02.11

＊労働運動の歴史 教育文化協会編 高木郁朗 教育文化協会 A4.85 02.11

＊全セ56年史 全国セメント労働組合連合会　A4.84 02.11

＊日本社会労働運動資料集成　第２期　別冊　法政大学大原社会問題研究所監修 柏書房 B5.176 02.12

＊戦後女性労働運動史年表 戦後女性労働運動史研究会　21xA4.133 02.３

＊日教組五十年資料集 日本教職員組合編 労働教育センタ― B5.600 97.６

＊残り火 全日自労建設農林一般労働組合東京都本部中西部飯田橋分会　B5.10 99.６

86．労働運動史（外国・国際）
＊ｓｕｄの挑戦 「伝送便」編集委員会 B5.59 02.６

87．社会主義運動史（日本）
語りつがねばならぬこと（14） 塩沢美代子 安全センター情報 288 02.７

山川均全集の編集を終えて 田中勝之 社会主義 475 02.７

88．社会主義運動史（外国・国際）
在露英語を話す共産主義者グループと機関紙『コール』 山内昭人

宮崎大学教育文化学部紀要　社会科学2 00.３

アラン・ハット著作（論文・記事・書評類）目録 山内昭人

宮崎大学教育文化学部紀要　社会科学5/6 02.３

初期ソヴェト・ロシアにおける英語出版 山内昭人　宮崎大学教育文化学部紀要　社会科学5/6 02.３

アラン・ハット著作および草稿・切抜類目録 山内昭人　宮崎大学教育文化学部紀要　社会科学1 99.９

モスクワのコミンテルン史料 島田　顕 大原社会問題研究所雑誌 525 02.８

内戦期，中国共産党による都市基層社会の統合 大沢武彦 史学雑誌 111-6 02.６

＊レーニンと日本

メリニチェンコ　伊集院俊隆解説・監修　佐野柳策，松沢一直，吉田知子訳　新読書社 A5.316 01.11

89．諸社会運動史
田中正造のヴィジョン 新藤泰男 桜美林エコノミックス 46 01.12

キリスト教社会主義運動と労働者生産協同組合 中川雄一郎 協同の発見 120 02.６

岡山県水平社の成立について 白石正明 研究紀要 7 02.３

三里塚闘争への社会運動論的アプローチのために 道場親信 社会学論叢（日本大） 144 02.６

＊農民運動北海道連合会創立七十五周年記念誌

農民運動北海道連合会創立75周年記念事業実行委員会　B5.171 01.11

＊占領軍検閲と戦後短歌 碓田のぼる かもがわ出版 B6.239 01.12

＊「山動く日」を信じて 桑原美和子 めこん B6.292 01.９

＊だれも書かなかった「部落」２ 寺園敦史 かもがわ出版 B6.220 02.10

＊部落問題と人権のいま 長崎県部落史研究所 B6.110 02.10

＊植木敬夫遺稿集 東京合同法律事務所編 植木敬夫 日本評論社 A5.359 02.11

＊歌声喫茶「灯」の青春 丸山明日果 集英社 B40.238 02.11

＊自由法曹団物語　上 自由法曹団編 日本評論社 B6.450 02.11

＊自由法曹団物語　下 自由法曹団編 日本評論社 B6.433 02.11

＊兵庫県水平運動史料集成 兵庫部落解放研究所編 部落解放同盟兵庫県連合会　A5.648 02.11

＊武器を焼け 中村喜和 山川出版社 B6.198 02.５

＊だれも書かなかった「部落」３ 寺園敦史 かもがわ出版 B6.219 02.６

＊在日朝鮮韓国人史総合年表 姜　徹編著 雄山閣 A5.755 02.７

＊大逆のゲリラ 荒　岱介 太田出版 B6.305 02.７
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